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1．滋賀県の概要
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（１）滋賀県の特徴

人口：平成27年国勢調査人口等基本集計

滋賀県の姿

人口 1,412,916人

面積 4,017.38㎢

市町 13市6町

滋賀県は日本列島のほぼ中央に位置し、日本一の湖琵琶湖を有しています。

データ：滋賀県琵琶湖環境科学研究センター

琵琶湖のデータ

面積 670.25㎢

湖岸線の延長 235.20㎞

貯水量 275億㎥

琵琶湖

歴史と文化

滋賀県は、日本最大・最古、近畿1,450万人の生存と経済的発展を支える重
要な水資源である琵琶湖を預かっています。
近畿圏、中部圏、北陸圏の結節点に位置し、古くから交通の要衝であるとい
う地理的優位性を有し、内陸工業県としての産業集積とともに、多彩な学部を
有する大学や民間研究所が立地し、知的資源が集積しています。
国宝・重要文化財の数は全国第４位であり、歴史資源、文化・芸術環境に恵
まれた県です。

彦根城 ※

長浜曳山祭 ※

大津祭の宵宮 ※

※写真引用：こころに残る滋賀の風景
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（２）滋賀の強み

滋賀の強み 主なデータ

1位 沖縄県 17.2%

2位 滋賀県 14 .3%

3位 佐賀県 13.8%

全国平均 12.4%

年少人口割合
（15歳未満の総人口に占める割合）

(平成28年人口推計年報

／総務省）

1位 沖縄県 0.38%

2位 東京都 0.02%

２位 愛知県 0.02%

4位 滋賀県 △0.00%

全国平均 △0.23%

人口自然増減率
（平成27年10月～平成28年9月）

(平成28年人口推計年報

／総務省）

1位 山口県 967.2百万円

2位 滋賀県 821.5百万円

3位 三重県 819.1百万円

全国平均 456.0百万円

1事業所当たりの
付加価値額

(平成26年工業統計調査＜確報＞

　／経済産業省）

（製造業、従業者４人以上の事業所）

1位 東京都 2,773件

2位 京都府 2,170件

3位 奈良県 1,324件

4位 滋賀県 819件

重要文化財の
指定件数

（文化庁 平成29年5月1日現在）

「湖国」と呼ばれる滋賀には、多彩な人、技術やノウハウ、歴史・文化、
地の利、豊かな自然という強みがあります。

1位 滋賀県 35.4%

2位 群馬県 35.0%

3位 栃木県 34.8%

全国平均 18.4%

県内総生産に占める
製造業の割合

（平成26年度県民経済計算
／内閣府）
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2．県政経営の指針等
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（１）滋賀県基本構想

基本構想は、県政を総合的に推進する指針で、県民の皆さんや各種団体、企業などと理念を共有し、その実現に向けて、ともに取り組むための将来
ビジョンです。

長期ビジョン編 平成52年（2040年）頃を展望

重点政策編

平成27年度～平成30年度の先駆的・重点的取組

１ 子どもの生きる力を育み、若者や女性が輝く社会の実現
２ すべての人に居場所と出番があり、最期まで充実した人生を送れる
社会の実現

３ 滋賀の強みを活かし、新たな強みを生み出す滋賀発の産業の創造
４ 琵琶湖をはじめとするめぐみ豊かな環境といのちへの共感を育む
社会の実現

５ 豊かに実る美しい地域づくりと滋賀・びわ湖ブランドの発信
６ 「文化とスポーツの力」を活かした元気な滋賀の創造
７ 人やものが行き交う活力ある県土づくりと安全・安心社会の実現

平成30年度の目標とする指標を設定（39指標）

Ｚ

第４ 行政経営方針

第３‐１ 基本理念

夢や希望に満ちた豊かさ実感・滋賀
～みんなでつくろう！新しい豊かさ～

第３‐２ ５つの目指す姿

第２ 滋賀の強み

第１ 時代の潮流と課題 本格的な人口減少社会の到来と少子高齢化の進行
エネルギーをめぐる社会情勢の変化
災害などへの不安を取り除く安全・安心な県土づくり

等
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これまで増加が続いてきた本県の人口も、いよいよ減少局面に突入しました。人口減少を食い止めながら滋
賀の強みを伸ばし、活かすことによって豊かな滋賀を築いていくため策定した総合戦略は、基本構想の重点
政策を推進するためのエンジンであり、滋賀の将来像を実現するために１９のプロジェクトを展開します。

基本構想推進のエンジンとなる総合戦略プロジェクトの展開
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はじめとする
めぐみ豊かな
環境といのち
への共感を育
む社会の実現

5 豊かに実
る美しい地域
づくりと滋
賀・びわ湖ブ
ランドの発信

6 「文化と
スポーツの
力」を活かし
た元気な滋賀
の創造

７ 人やもの
が行き交う活
力ある県土づ
くりと安全・
安心社会の実
現

滋賀県基本構想（7つの重点政策）
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（２）総合戦略プロジェクト

１人口に関する目標 ○総人口 2040年に約137万人 2060年に約128万人
○出生数生まれてくる子どもの数を2020年に現状より500人プラス ○若者の社会増減 2020年に現状より1,000人以上プラス

２将来の姿 ひと・まち・しごとについて2040年の将来の姿を展望

目指す将来像
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（３）県政トピックス

「琵琶湖の保全及び再生に関する法律」と
滋賀県の主な取組

平成27年9月28日に
公布・施行された琵
琶湖保全再生法に基
づき、琵琶湖保全再
生施策に関する計画
を平成29年3月30日に
策定し、琵琶湖の保
全・再生に向けた取
組を進めています。

8

近江商人ゆかりの 東京・日本橋に
情報発信拠点「ここ滋賀」がオープンします！

滋賀県では、ＪＲ東京駅八重洲口
に近い日本橋で湖国をＰＲする首都
圏での新たな情報発信拠点「ここ滋
賀」の整備を進めてきましたが、今年
10月29日（日）にオープンします。

もっと食べよう「近江米」！ＰＲ活動を
展開しています！

平成27年、28年と2年連続で特Aランクの評
価を受けた「みずかがみ」に代表される近江
米は、その優れた品質が全国で高く評価され
ています。
今年も8月末から県内外に向けた出荷が始
まりました。
滋賀県では、近江米の消費拡大に向けた
各種のＰＲ活動を実施しています。

【所在地】 東京都中央区日本橋2-7-1
【営業時間】
屋上 テラス席 10時～23時
２階 和食ダイニング

昼：11時30分～14時 夜：18時～23時
１階 滋賀県産の食品・工芸品等の物販、

観光案内等 10時～20時
日本酒バー 10時～23時

両大会の開催を契機として、スポー
ツの力で滋賀を元気にし、次の世代に
良好なスポーツ・健康づくりのための
環境を引き継げるよう取組を進めてい
ます。

・競技会場地の選定
・主会場の整備（(仮称)彦根総合運動公園
陸上競技場）
・新県立体育館の整備（びわこ文化公園
（大津市））

・大会マスコットキャラクターの決定
・滋賀県競技力向上基本計画の改定

陸上競技場パース図

2024年滋賀国体・全スポ マスコットキャラクター

チャッフィー キャッフィー

2024年国民体育大会・
全国障害者スポーツ大会を開催します！



3．滋賀県の財政状況
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（１）今後の財政運営の基本的な考え方（平成29年６月）①
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（１）今後の財政運営の基本的な考え方（平成29年６月）②
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（２）平成２９年度一般会計当初予算の状況

(単位：億円、％)

自主財源
48.2%

県税
29.0%

地方消費税清算金
8.4%

その他
8.9%

財源調整的基金繰入金
1.9%

依存財源
51.8%

地方交付税等
26.2%

国庫支出金
10.8%

県債
（臨時財政対策債）

5.7%
県債
9.1%

５，３４３
億円

投資的経費
14.2%

その他の経費
28.6%

人件費

扶助費
10.2%

公債費
14.8%

普通建設事業費
14.1%

一般行政費
23.0%

貸付金
3.8%

その他
1.8%

災害復旧事業費
0.1%

義務的経費
57.2%

※財源調整的基金：財政調整基金および減債基金の計

【歳入】

【歳出】（性質別）

社会保障関係費や教職員の退職手当などが増加した一方、国の補正予算に関連する事業がなくなったこと、県税収入の減
少による県税都道府県清（精）算金や県税市町交付金の減、市場金利の低下や融資残高の減少の影響による中小企業振興
資金貸付金の減などにより、５年ぶりのマイナス予算となっています。

５，３４３
億円
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構成比 構成比

県税 1,550 29.0 1,555 28.6 △ 5 △ 0.3

地方消費税清算金 447 8.4 480 8.8 △ 33 △ 7.0

その他 478 8.9 560 10.2 △ 82 △ 14.6

財源調整的基金繰入金 100 1.9 130 2.4 △ 30 △ 22.8

自主財源　計 2,575 48.2 2,725 50.0 △ 150 △ 5.5

地方交付税等 1,398 26.2 1,394 25.6 4 0.3

国庫支出金 579 10.8 588 10.8 △ 9 △ 1.6

県債（臨時財政対策債） 306 5.7 305 5.6 1 0.3

県債 485 9.1 434 8.0 51 11.8

依存財源　計 2,768 51.8 2,721 50.0 47 1.7

合　　計 5,343 100.0 5,446 100.0 △ 103 △ 1.9

区分
平成29年度 平成28年度

比  較 増減率

構成比 構成比

人件費 1,719 32.2 1,723 31.6 △ 4 △ 0.2

うち　教育費 1,190 22.3 1,187 21.8 3 0.4

うち　警察費 240 4.5 241 4.4 △ 1 △ 0.2

うち　その他 289 5.4 295 5.4 △ 6 △ 2.1

扶助費 543 10.2 521 9.6 22 4.2

公債費 793 14.8 801 14.7 △ 8 △ 1.0

義務的経費　計 3,055 57.2 3,045 55.9 10 0.2

普通建設事業費 752 14.1 747 13.7 5 0.7

災害復旧事業費 6 0.1 7 0.1 △ 1 △ 14.2

投資的経費　計 758 14.2 754 13.8 4 0.5

一般行政費 1,227 23.0 1,282 23.5 △ 55 △ 4.3

貸付金 204 3.8 253 4.6 △ 49 △ 19.3

その他 99 1.8 112 2.2 △ 13 △ 11.4

その他の経費　計 1,530 28.6 1,647 30.3 △ 117 △ 7.0

合　　計 5,343 100.0 5,446 100.0 △ 103 △ 1.9

区分
平成29年度 平成28年度

比  較 増減率



（２）平成２９年度一般会計当初予算の状況（歳入当初予算の推移）

文化財保存修理費や河川事業費が増加となるものの、中小企業関係資金貸付金や公共用地先行取得事業資金が大幅に減少することなどによ

り、46億円減少しています。

＜諸収入＞

平成29 年度は791 億円で、対前年度比52 億円の増となっています。これは、新生美術館や（仮称）彦根総合運動公園の工事に着手することなど
に伴い新たに県債を発行するほか、財源対策のために退職手当債を発行することなどが主な増加要因となっています。このほか、臨時財政対策債
については、対前年度比1億円増の306億円を見込んでいます。

＜県債＞

13

主な増減項目

＜その他

自主財源＞

繰入金は対前年度比60億円の減となっていますが、財源調整的基金繰入金を対前年度比30億円減の100億円、農地中間管理基金繰入金を対

前年度比10億円減の1億円と見込むなど、それぞれの基金の目的に沿って活用することとしてます。



（２）平成２９年度一般会計当初予算の状況（歳出当初予算（性質別）の推移）

歳出総額に占める性質別経費の割合は、「人件費」が1,719億円で32.2%と最も大きく、前年度より4億円（0.2％）減少しています。これは、平成28年度

の人事委員会勧告の実施に伴う増（＋12億円）などがあったものの、共済負担率の変更等に伴う減（▲9億円）や平均年齢の低下などによる職員の新

陳代謝に伴う減（▲6億円）などによるものです。「扶助費」は543億円、全体の10.2%で、社会保障関係費の自然増等により前年度に比べ22億円（4.3%）

増加しています。また、「公債費」は793億円、全体の14.8%で、利子の減により、前年度より7億円（0.9%）減少しています。

人件費、扶助費、公債費を合わせた、いわゆる「義務的経費」の歳出総額に占める割合は、57.2％で、前年度に比べ1.3ポイント上昇しています。「投

資的経費」は758億円で、全体の14.2％を占めており、文化財保存修理受託事業費や新生美術館整備事業費等の「普通建設事業費」が増加することに

より、全体として4億円（0.5%）増加しています。

主な増減項目

そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費

義
務
的
経
費

人件費（警察費）

人件費（教育費）

14



（３）普通会計決算の状況（歳入）

2,027 1,930
1,485 1,485 1,491 1,473 1,520 1,614 1,835 1,829

959
871

917 1,108 1,132 1,122 1,135 1,166
1,139 1,172

494 622
946 646 592 540 630 597

566 591

630 813 1,000
931 759 775

843 789
738 691

785 773
931

1,022
996 905

969 902 790 812

56.4%

52.7%

43.5%

44.4%

45.8% 45.1% 44.1% 44.1%
46.7% 47.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

県税 地方交付税 国庫支出金

県債 その他 自主財源比率（右軸）

（億円）

5,097
4,895 5,009

5,279 5,192
4,970 4,815

（年度）

人口類似団体（１１団体）中、県税決算額、法人二税ともトップ

（注） 平成27年国勢調査に基づき、本県人口を基本として±20％
以内の団体を類似団体として比較

1,422
1,470

1,381 1,408

1,291 1,257 1,266 1,291

1,181
1,111

1,073

413 285
363

244

348 361

275 183

238

253

247

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

滋賀県 鹿児島

県

山口県 青森県 愛媛県 石川県 岩手県 奈良県 長崎県 沖縄県 大分県

その他 法人二税

1,835

（億円）

1,755 1,744

1,652 1,639
1,618

1,541

1,474

1,419
1,364

1,320

5,068

県税決算額の比較（平成27年度決算）

・ 歳入決算総額は、４年連続で５，０００億円台、自主財源比率は前年度比０．７ポイントの増加。

・ 県債は、臨時財政対策債発行額の減等により、前年度から４７億円減少。

5,068

15
16

5,095



（４）普通会計決算の状況（歳出）

・ 歳出決算総額も、４年連続５，０００億円台

801 744 705 709 605 521
762 770 686 732

2,553 2,548 2,538 2,542
2,571

2,518

2,501 2,561 2,577 2,563

1,478 1,678
1,982 1,872

1,746
1,709

1,759 1,676 1,759 1,744

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

投資的経費 義務的経費 その他の経費

5,225

4,832 4,970
5,123

4,922
4,748

（億円）

（年度）

5,022 5,039

5,007

義務的経費の推移

1,765 1,733 1,695 1,693 1,692 1,663 1,613 1,655 1,677 1,675

72 75 79 90 92 84 82 87 88 92

715 740 764 759 787 771 806 819 812 796

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

人件費 扶助費 公債費

2,501

（億円）

2,553 2,548 2,538 2,542 2,571
2,518

公債費の推移

（年度）

656 666 671 646 657 639 620 596 562 525

59
74 93 113 130 132 186 223

250 271

300

400

500

600

700

800

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

公債費(臨時財政対策債に係るもの)

公債費(臨時財政対策債に係るものを除く)

806 796

715 740
764 787

759
771

819

（年度）

（億円）

・ 公債費は、新たな県債発行を抑制する財政構造改革の取組や近年の低金利下において県債発行をしてきたことにより臨時財
政対策債を除く公債費が減少したこと等により、前年度から１６億円減少。

5,007

2,561 

5,022

2,577 

812

15
16

2,563



（５）県債発行額・残高の推移（一般会計）

70

7,465 7,687 7,833 7,770 7,664 7,567 7,508 7,438 7,492 7,496 7,245 6,967 6,721 6,547 6,385 6,298 6,236 

100 
301 

713 1,008 1,234 1,421 1,568 1,744 2,135 2,715 3,124 3,531 3,898 4,183 4,343 4,431 

0

2000

4000

6000

8000

10000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

臨時財政対策債を除く県債残高 臨時財政対策債残高

10,445

7,787

（億円）

8,134
8,483 8,672 8,801 8,929 9,006 9,236

9,631 9,960 10,091 10,252

（年度）

10,568

県債残高

（億円）

・ 県債残高は前年度から２６億円増加。ただし、臨時財政対策債を除く実質的な県債残高は６２億円減少。

※財政運営上の数値目標
（滋賀県行政経営方針 H27～H30）

実質的な県債残高について

H30末 6,200億円程度まで縮減

543
646

544
444 409 401 443 443 463

365
267 258 277 338 336 384 386

70
120

175

100 201
411

296
228

206 186

227
458

661

501 494
502 453 354 303

0

200

400

600

800

1000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

臨時財政対策債、減収補塡債を除く県債 減収補塡債 臨時財政対策債

746

815
855

705

629 649 629

810

998

928

759

※借換債およびNTT債を除く

771

（年度）

840
789

738

10,641

6,200

県債発行額

220

369

100

0%

20%

40%

60%

80%

100%

市場公募債 14.5%

銀行等引受債 53.5%

公的資金 32.0%

平成28年度借入先別内訳

・ 臨時財政対策債発行額の減等により、県債発行額は、前年度から４９億円減少。

17

10,667

689
689



（６）基金残高の推移（一般会計）

585
528

357 303 318

270

108

185
182 171

146 145

106
38

72
86

102
119 123 121

91

401

371

362
383

397 460

397

383

308
275

281 249
326

643

613
497

442
412 356

320

282

0

200

400

600

800

1000

1200

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金

529

989

799
766 795 813

547

641

537
499 473

444 455

718

760

689681
712

669

（億円）

（年度）

・ その他特定目的基金は、国の経済対策関連基金事業などの進捗に伴い、３８億円減少。

・ 財源調整的な基金（財政調整基金、減債基金）の残高は、平成２８年度末で２４８億円と、経営方針の数値目標を維持。

※財政運営上の
数値目標

（滋賀県行政経営方針
H27～H30）

財源調整的な基金に
ついて 毎年度
150億円程度を維持

150

632

※満期一括償還方式の県債償還のため、別途、県債管理基金へ積立を行っています。

17
18

1,082



（７）プライマリーバランスの推移（一般会計）

・ 県債以外の歳入で、県債元利償還金を除いた歳出をまかなえるかどうかを示す基礎的財政収支である
プライマリーバランスは１４８億円の黒字を確保

19
20



（８）主要財政指標の推移①　（経常収支比率、財政力指数、基金残高、地方債残高）

0.560 

0.608 0.617 

0.576 

0.536 
0.515 

0.527 0.529 0.539 0.550

0.497 
0.521 0.516 

0.490 
0.465 0.455 0.464 0.473 

0.491
0.505

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

経常収支比率 財政力指数 全国平均よりも良好な状況を維持財政の硬直化した状態が継続

（年度）

標準財政規模に対する

基金残高（財政調整基金・減債基金）の割合

全国平均よりも良好な状況を維持

248.1

246.3

250.8

236.9

225.5

213.1
207.9

201.3

192.9 192.5

249.6

244.2

255.6

250.1
244.9

241.7

226.9

213.3
199.7

180.0

200.0

220.0

240.0

260.0

280.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

95.5 95.7 
96.4 

89.1 

93.8 

94.7 

92.2 92.9 

95.1

96.0

94.7 
93.9 

95.9 
91.9 

94.9 

94.6 93.0 93.0 

93.4
94.3

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（年度）

（年度）

（%）

H28は取り崩しを行ったことで悪化

標準財政規模に対する

地方債残高(臨時財政対策債を除く）の割合

6.4 

4.2 

2.5 

4.8 
5.9 

7.8 

9.5 

9.8 

9.5

7.5

6.0 6.0 6.0 

7.7 

7.9 8.1 8.8 

9.8 

9.9

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（年度）

（年度）

（%）（%）

滋賀県 全国平均 ※全国平均：経常収支比率、基金残高、地方債残高は加重平均、財政力指数は単純平均。
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（８）主要財政指標の推移②　（健全化判断比率、資金不足比率）

病 院 事 業 － －

20%
工 業 用 水 道 事 業 － －

水 道 用 水 供 給 事 業 － －

流 域 下 水 道 事 業 － －

(4) 将 来 負 担 比 率 199.6% 194.7% 400%

(5) 資 金 不 足 比 率 (参考)　経営健全化基準

(2) 連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 8.75% 15%

(3) 実 質 公 債 費 比 率 13.2% 14.1% 25% 35%

指標名 平成28年度 平成27年度 (参考)　早期健全化基準 (参考)　財政再生基準

(1) 実 質 赤 字 比 率 － － 3.75% 5%

12.9 

13.5 

14.7 

15.6 

16.1 

15.4 
15.0 

14.5 
14.1

13.213.5 

12.8 13.0 

13.5 
13.9 13.7 13.5 

13.1 
12.7

11.9

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

257.6 261.3 

239.5 

229.4 

215.5 

206.1 

198.7 
194.7

199.6
219.3 

229.2 

220.8 217.5 

210.5 

200.7 187.0 

175.6

173.4

170.0

180.0

190.0

200.0

210.0

220.0

230.0

240.0

250.0

260.0

270.0

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

将来負担比率

算定結果

（年度） （年度）

財政再生基準、早期健全化基準を大幅に下回る水準を維持

（%） （%）

実質公債費比率

※実質公債費比率が16.0%未満等の条件を満たす団体は、
総務省との起債協議が不要となり、届出により起債が可能となる。

低下傾向を維持 低下傾向であるがH28は悪化

※「実質赤字比率」および「連結実質赤字比率」は

実質赤字額がないため、「資金不足比率」は資金不足額が

ないため、「－」と表記。

滋賀県 全国平均

平成25年度から
協議不要（届出制）

対象団体
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（９）公営企業・地方公社の状況

　

5,999            5,764            5,471 繰延収益 3,198            3,062            2,884 1,926            1,954            

 流動負債 7,822

　資産合計 17,827
貸
借
対
照
表

  特別法上の引当金等

　資本合計 8,721

1,872

52,815 53,672 54,254

10,291

1,206 1,345

 資本金

 剰余金

 固定負債

8,691 8,692 8,724

- - -

1,284 3,546 4,745

7,758 8,697

20,026 22,196

4,207

42,567 43,546 44,065

40 11 12

238 144 201

8,722 8,754

44,278

30 30 30 9,894 9,894

　負債合計 9,106 11,304 13,442 42,845 43,701

9,970 9,971 9,976

76 77 82

9,894

44,979

7,836

43,381

4

　当期損益 25 1 31

13,620 15,819 18,204

4,207

　経常損益 40 43 7 251 1

45,6443,992

 流動資産

 固定資産

　営業損益 1 6 △ 28

年　　度

714 908 463

8,610

1 1 4

2,095 2,160 1,672
計
算
書

損
益

 営業収益 434

滋賀県土地開発公社 滋賀県道路公社

H26 H27 H28

－

H26 H27 H28

36,724
財政健全化法の資金不足比率 － － － － － － － －

　資本合計 8,785 8,504 7,871 10,400 10,629 10,859 34,768 35,775

18,804

 資本金 16,415 16,415 16,415 7,563 8,715 8,789 22,102 28,523 29,394

 剰余金 △ 7,630 △ 7,911 △ 8,544 2,837 1,914 2,070 12,666 7,252 7,330

　負債合計 28,114 31,673 34,942 3,374 3,569 3,103 20,230 20,595

55,528

 固定負債 20,270 22,834 27,130 1,250 1,168 1,018 12,131 12,196 11,268

 流動負債 4,646 5,777 4,928 198 447 213 2,100 2,635 2,065

　資産合計 36,899 40,177 42,813 13,774 14,198 13,962 54,998 56,371

988 939

貸
借
対
照
表

 固定資産 27,639 30,006 44,989

 流動資産 9,260 10,171 8,843 4,155 4,666 4,876 9,970 10,282

33,970 9,618 9,532 9,086 45,028 46,089

10,539

4,862 4,828

　事業費用 24,281 21,245 22,199 1,024 1,088 1,078 3,956 3,874 3,889
計
算
書

損
益

　事業収益 20,394 20,965 21,563 1,230 1,317 1,308 4,818

　当年度純利益 △ 3,886 △ 280 △ 636 206 229 230 862

病院事業 工業用水道事業 水道用水供給事業

年　　度 H26 H27 H28 H26 H27 H28 H26 H27 H28

・ 公営企業３事業とも資金不足比率は該当なし

・ 病院事業について

事業収益では、患者数の増加等により医業収益が増加しました。一方、事業費用では、給与費の増加等により、当年度純損失は約６億円を計上し、前年度に比べ

約４億円増加しました。平均的な在院日数の短縮に伴う入院収益の減等から、依然として厳しい経営状況にあるものの、平成２９年３月に策定した「第四次滋賀県立

病院中期計画」に掲げる目標の達成に向けた取り組みを着実に実施し、経営改善を進め、安定的な経営基盤を構築するとともに、質の高い医療サービスを提供して

いきます。 （単位 百万円）
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4．行財政改革の取組
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（１）滋賀県行政経営方針

「滋賀県基本構想」の実現を下支えし、施策の着実な推進を
図るため、平成２７年度から平成３０年度までの、行政経営の基
本的な考え方と具体的な取組内容を定めた「滋賀県行政経営
方針」に基づく取組を進めています。

【経営方針３】
質の高い行政サービスの提供 ～財務マネジメント～

１ 県税収入の安定確保等
２ 歳入確保対策の積極的な推進
３ 受益者負担の適正化
４ 地方税財源の充実強化に向けた国への要請
５ スクラップ・アンド・ビルドの徹底
６ 「選択と集中」による投資的経費の重点化
７ 人件費の抑制
８ 効率的な予算執行の徹底
９ 財政運営上の数値目標の設定

■県税収入の安定確保等
・県税収入未済額（徴収猶予額を除く）

Ｈ23 末 40.1 億円 → Ｈ28 まで毎年度1.2 億円以上の縮減
Ｈ29 からの目標設定

・「税外未収金の共同管理」による未収金回収の推進 ほか

■歳入確保対策の積極的な推進
・ネーミングライツ新規契約数 毎年度 １件以上
・マザーレイク滋賀応援寄附者数 Ｈ26(見込) 85人/年→Ｈ30 110人/年

■スクラップ・アンド・ビルドの徹底、「選択と集中」による投資
的経費の重点化、人件費の抑制、拡効率的な予算執行の徹底

（電力調達コストや資金調達コストの抑制 等） 等

・財源調整的な基金（財政調整基金・県債管理基金）の残高
Ｈ26 末 313 億円 → 毎年度150 億円程度 を維持

・臨時財政対策債を除く県債残高
Ｈ26 末 6,385 億円 → Ｈ30 末 6,200 億円程度 まで縮減
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（２）行政経営方針の取組状況

実施計画（平成2 8年度）の主な取組状況 ３ 質の高い行政サービスの提供 （４）財務マネジメント
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（３）滋賀県公共施設等マネジメント基本方針 計画期間：平成28年度～平成37年度

公共施設等の老朽化の進行、人口減少をはじめとする社会経済情勢等の変化などの課題に対応し、今後とも持続可能で質の
高いサービスを切れ目なく提供していくため、県の保有する施設全体について、中長期的かつ総合的な観点から施設マネジメント
を推進する基本的な方針「滋賀県公共施設等マネジメント基本方針」を平成28年３月に策定しました。

対象施設：
建築物、インフラ施設、公営企業施設など県が所有し、または管理する全ての施

設のほか、県が将来の更新経費等の財政負担を負うことが見込まれる施設（農業
水利施設）も含む。

計画の位置づけ
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5．滋賀県市場公募地方債発行計画
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（シェア順、同シェアの場合は五十音順）

0.080%28 100億円 10年（満期一括償還） 平成28年11月30日（水） 0.080%

1.021%

発行実績

年度 利率

10年（満期一括償還）100億円

年限発行額

100億円 1.02%

0.79%

10年（満期一括償還） 平成23年11月30日（水）

平成24年11月30日（金）

27 100億円 10年（満期一括償還） 0.476%平成27年11月27日（金）

48

証券団　計

1

1

1

1 52

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

シェア

10

9

しんきん証券

みずほ証券

野村證券

ＳＭＢＣ日興証券

10

1

10年（満期一括償還）

平成29年11月8日（水）

平成29年11月30日（木）

京都中央信用金庫 1

1

9

1

５　滋賀県市場公募地方債発行計画

平成29年度発行計画

発行額

年限 20

平成29年度シンジケート団構成

銀行団 証券団

滋賀銀行

100億円

大和証券

シェア

みずほ銀行

京都銀行

東海東京証券

岡三証券

9

19

2

2

2

100億円 10年（満期一括償還）

条件決定日

発行日

滋賀県信用農業協同組合連合会

大垣共立銀行

京都信用金庫

銀行団　計

新生銀行

三菱東京ＵＦＪ銀行

あおぞら銀行

24

発行日

23

0.476%

0.495%

0.655%

0.796%

応募者利回り

平成26年11月28日（金）

平成25年11月29日（金）

0.495%

0.65%25

26 100億円 10年（満期一括償還）
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◆滋賀県総務部財政課　財政企画係

〒520-8577

滋賀県大津市京町四丁目１番１号

TEL　　077-528-3182

FAX　　077-528-4817

Eメール　　be00@pref.shiga.lg.jp

◆ホームページ

http://www.pref.shiga.lg.jp/b/zaisei/

お問い合わせ先

29



ＱＲコード


